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最近、“繰下げ受給”という言葉を見聞きすることが増えました。公的年金の繰下げ受給と

はどのようなものですか？ 

 

■繰下げ受給は、66歳以降に受給を始めること 

わが国の公的年金は、日本国内に住む 20歳以上の全ての人が加入する「国民年金（基礎年金）」と

会社などに努める人が加入する「厚生年金」の２階建てになっています。標準的な受給開始年齢はい

ずれも 65歳とされており、一般的には 65歳になると老齢基礎年金と老齢厚生年金を受け取れるよう

になります。 

性別や生年月日によっては 65歳よりも前に「特別支給の老齢厚生年金」を受け取る方もいますが、

これは厚生年金の受給開始年齢が 60歳から 65歳に引き上げられた際に設けられた経過措置によるも

のです。「特別支給の老齢厚生年金」を受けられる方も、本来の老齢厚生年金の標準的な受給開始年齢

は 65歳となっています。 

標準的な受給開始年齢が 65歳というと、老齢年金は 65歳から受け取るものと思われるかもしれま

せんが、実際には、受給開始時期を 60歳から 70歳の間で自由に選ぶことができるようになっていま

す。繰上げ・繰下げ受給と呼ばれる仕組みによるもので、65歳になる前に受給を開始することを繰上

げ受給といい、受給開始を 66歳から 70歳までの間に遅らせることを繰下げ受給といいます。 

受給開始時期は１カ月単位で決められることになっており、65 歳を基準に１カ月遅らせるごとに

0.7％年金額が増額される仕組みになっています。従って、65歳時に受給開始する場合の年金額を 100

とすると、受給開始を 70 歳に繰下げると、年金額は 142 へと 42％（0.7％×60 カ月）増えることに

なります。現在 70歳までとされている受給開始の上限年齢は、2022年４月以降は 75歳に引き上げら

れる予定です。仮に、受給開始を 75 歳まで繰り下げると、年金額は 184 となり、65 歳から受給を開

始した場合に比べ 84％（0.7％×120）も増えることになります。 

なお、受給開始時期は、老齢基礎年金と老齢厚生年金とで別々に決めることができます。ただし、

「特別支給の老齢厚生年金」には繰下げ制度はありません。 
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繰下げ受給には、どのような利点や注意点があるのでしょうか？ 

 

 

■繰下げ受給の利点と注意すべき点 

繰下げ受給の利点は何と言っても、年金額が増額されるところにあります。受給開始を 70歳にする

だけで年金額は 42％も増額されます。しかも、公的年金は終身年金であるため、増額された年金額を

生涯にわたり受け取り続けることができます。平均寿命の延びが見込まれるなか、繰下げ受給は長生

きリスクに備えるマネープランの選択肢を拡げる貴重な仕組みと言えます。 

受給を繰下げる場合に予め受給開始時期を決めておく必要はなく、必要になった時点で受給を開始

することができます。また、受給開始を遅らせたとしても、未受給分の全額または一部を過去に遡っ

て一括して受け取ることもできるなど、まとまった資金が必要となった際に活用することもできます。

こうした使い勝手の良さも、繰下げ受給の利点の一つと考えられます。 

その一方で、繰下げ受給には注意すべき点もあります。まず、生涯にわたる年金受給総額で考える

と、必ずしも繰下げ受給が有利とは限らないことが挙げられます。受給開始時期を繰下げた場合、65

歳に受給を開始した場合の年金受給総額を上回るには、増額された年金を少なくとも 12年は受け取り

続けなければなりません。70歳に繰下げた場合は 82歳まで、75歳に繰下げた場合は 87歳まで生存す

る必要があります。長生きしないと、経済的なメリットを十分に享受できない可能性があるのです。

長生きリスクに備える保険としてではなく、あくまでも経済的な損得を優先する場合には、慎重な判

断が必要になります。 

 

図表１ 受給開始年齢別の年金受給総額（額面ベース）の推移 

※65歳に受給開始する場合の年金額を 100 として、年金受給総額の推移をグラフ化しています。 

 

また、受給を繰下げている間は、加給年金や振替加算といった上乗せ給付を受け取ることはできま

せん。加給年金は、老齢厚生年金の受給者に 65歳未満の被扶養配偶者などの所定の条件を満たす扶養

家族がいる場合に、老齢厚生年金に加算される年金ですが、老齢厚生年金を繰下げている間は加給年

金を受け取ることはできません。加給年金の対象になっていた被扶養配偶者が 65歳になり、一定の要

件を満たす場合には、被扶養配偶者自身の老齢基礎年金に振替加算と呼ばれる給付が上乗せされます
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が、この振替加算についても老齢基礎年金を繰下げている間は受け取ることはできません。加給年金

と振替加算には受給繰下げによる増額もありません。加給年金や振替加算の対象となる場合には、注

意が必要です。 

 

図表２ 繰下げによる加給年金の受け取り可否 
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65歳以降も厚生年金に加入しながら働き、賃金と年金の合計が所定の基準を上回る場合には、年金

額の全部または一部が支給停止されます。在職老齢年金という仕組みによるもので、仮に受給開始を

65歳とした時に支給停止の対象となる場合には、その支給停止相当分には繰下げによる増額が適用さ

れません。 

図表３ 在職老齢年金制度により支給停止となる分は繰下げ増額の対象外 

＜65歳から受給＞ ＜70歳まで受給を繰下げ＞

⇒α×0.42
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65歳 70歳（退職・受給開始）65歳 70歳（退職）  
※70 歳まで厚生年金に加入して保険料を納めた場合のイメージ。実際には、保険料を 70 歳まで収めたことによる増額改定による増

額分も、70歳以降の老齢厚生年金に上乗せされます。この上乗せはいずれのケースにも適用されます。 

 

この他、増額によって年金額が増えると、税金や社会保険料、医療費などの負担が重くなることが

あります。また、受給を繰下げると、公的年金の受給開始までの生活費を、私的年金や現役時代に貯

めた金融資産の取崩し、就労収入などで賄う必要が生じます。 

人生 100年時代の到来が目前に迫るなか、高齢期の収入の柱である公的年金は多ければ多いに越し

たことはありません。しかし、繰下げ受給には注意すべき点も少なくありません。何歳から受給を開

始するかは、公的年金以外の収入の見込みなどを踏まえながら、慎重に考える必要があります。 

  

 


